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「学業とスポーツの両立」を可能とさせる仕組み
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1．はじめに
2017 年 3 月に公表された文部科学省の「大
学スポーツの振興に関する検討会議」の最終と
りまとめには平成 30 年度中に日本版 NCAA
の創設を目指すことが示された。これは大学ス
ポーツの持つ価値を高めるために大学横断的か
つ競技横断的統括組織を作る必要性が議論さ
れ、これまで競技団体の学生連盟中心に運営さ
れていた大学スポーツを大学主体に軸をシフト
しようというものである。この大学スポーツ改
革の主な取り組みとして「大学スポーツ振興の
資金調達力の向上」「スポーツマネジメント人
材育成・部局の設置」「学生アスリートのデュ
アルキャリア支援」等があげられている。同年
6 月に閣議決定された「未来投資戦略 2017」に
も「日本版 NCAA の創設」は明記され、10 月
より学産官連携協議会と学業充実 WG、安全安
心 WG、マネジメント WG がスタートし具体
的な検討が始まっている。その見本とされてい
る米国の全米大学体育協会（NCAA）は 100
年以上の歴史を持つ大学スポーツを束ねる巨大
組織だ。プロスポーツ並みの大きな収益をあげ
ていることにばかり注目されがちだが、実は
NCAA は学生アスリートを「競技者である前
に学生である」とする立場を明確にしており、
学生アスリートや加盟大学に対して厳しい学業
基準を設け学業成績の管理に力をいれている。
NCAA が定めた基準を満たさなければ試合出
場を制限したり、大学に給付する奨学金を減ら
すなどの罰則を課す一方で学業優秀アスリート
や学業スコアの高い大学を競技成績と同様に高
く評価し表彰している。また、学生アスリート
が勉強できる環境を整えるための様々な取り組
みがされており、1964 年から大学院進学のた
めの奨学金制度を設けるなど支援の歴史も長
い。本論では「学業とスポーツの両立」を可能
とさせている NCAA の現在の学業管理のため
のルールと仕組み、そしてそれらがどのように
構築されてきたのかについて述べていきたい。
2．NCAAの現在の学業管理の仕組み
NCAA 加盟大学には競技クラブを統括する
アスレティックデパートメントとは別に学生ア
スリートの学習支援をサポートする専門部署が
あり、専門のアドバイザーが配置されていて学
生アスリートは履習相談や学習方法のアドバイ
ス、個別指導を常に受けられる環境が整ってい
る（長倉 2013）。また、学生アスリートアカデ
ミックアドバイザーの全国組織である N4A
（National Association of Academic Advisor 
for Athletics）は 1975 年から存在し常に現場
の最新の支援ノウハウや方法論、NCAA 規定
を情報共有し学生アスリートの学業とスポーツ
の両立を支えてきた。このような学生アスリー
ト支援の前提にあるのは NCAA の徹底した学
業管理制度である。
NCAA は現在、①成績、② 1 年間の単位取
得数、③卒業に向けての単位の取得率の 3 つの
学業基準を設けて大学に報告を義務付けてい
る。そしてこれらは NCAA の 3 つのディビジ
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ョンカテゴリーによって基準やルールが異なっ
ている。以下に NCAA が定めているルールに
ついて述べる。
（1）学生アスリートの成績管理
NCAA のディビジョン I とディビジョン II
に加盟する大学には学生アスリートの卒業にむ
けた単位取得率の報告を義務付けている。
20/40/60/80 ルールといわれるように 1 年で取
得しなければならない最低単位パーセンテージ
を設定し、その基準をクリアできなければ競技
参加を制限する規則を定めている。また GPA
を含む学業成績も報告させている。NCAA は
加盟大学の競技大会運営もすべて統括している
ので NCAA から罰則を課せられれば事実上、
大会や試合には全く出場できなくなる。米国に
おいては連邦法により 1990 年から大学に学生
の“Graduation Rate”（卒業率）の報告が義務
付けられているが、NCAA はよりリアルタイ
ムで卒業にむけた学業状況が測れる独自の「卒
業可能率」を表すスコアを採用している。「卒
業可能率」はディビジョン I と II で多少ルー
ルが異なっている。
ディビジョン I に所属する大学には Gradua-
tion Success Rate（GSR）を報告させている。
GSR は奨学金を受けている学生の 1 年生対象
にしたもので、6 年間で卒業する学生アスリー
トの比率を報告させている。年度途中の転入生
や退学者についても考慮され、この数値が良い
学生は転校の際に罰則を受けないというルール
もある。
ディビジョン II に所属する大学には Aca-
demic Success Rate（ASR）を報告させている
（図表 1 参照）。
ASR は GSR と似ているが、ASR は奨学金
の有無、学年にかかわらずすべての学生アスリ
ートを対象にしたものになる。2017 年はディ
ビジョンⅡ全体の 73％の学生アスリートが 6
年間で卒業している。
ディビジョン III については、特に NCAA
から義務化されたものはなく任意での提出が推
奨されている。
（2） ク ラ ブ 単 位 の 成 績 管 理：Academic 
Progress Rate（APR）
2003 年の大きな学業基準改革でディビジョ
ン I に適用された学業ルールの一つに APR の
仕組みがある。APR は大学のクラブ単位に学
期ごとの学業状況をスコアにしたものだ。これ
は当時の学業基準が連邦政府が定めた 6 年間ス
ケールの卒業率しかなかったため、リアルタイ
ムの基準を求めていた大学の学長や経営者に支
持された。この APR の数字は NCAA に加盟
するすべての大学クラブ単位のスコアが公開さ
れており、種目別、男女別、カンファレンス別
等で比較することが可能となっている。図表 2
は NCAA のホームページに公開されている図
を筆者が再現したものだが、2016 年の報告デ
ータを基にし APR スコアの平均値（横ライン）
とクラブ別の学生数とスコアの分布が示されて
いる。女子のチームのほうが全体的にスコアが
高いこと、男子チームはスコアに大きなばらつ
きがあることなどが一目瞭然である。
（3） 入学のための学業規定：GPA と SAT/
ACT スコア
NCAA 加盟の大学に入学しようとする高校
生にも規定を設けている。高校生アスリートは
必ず、高校の科目で NCAA のコアコースとし
て指定されている 16 科目（英語、数学（代数
学かそれ以上のレベル）、自然科学、社会科学、
外国語）の成績平均のスコア（GPA）と ACT
または SAT を受験し、その成績提出しなけれ
ばならない。ACT と SAT は何度も受けられ
一番高いスコアを使える。サブ科目に指定され
ている科目のスコアは異なる試験であっても一
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図表 1　ディビジョン II の男子種目のASRスコア（2016）
SPORT（種目） 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017 N
Baseball 68% 69% 70% 69% 69% 70% 70% 71% 72% 10,997
Basketball 58% 59% 60% 58% 58% 58% 58% 58% 59% 6,155
Cross Ctry/Track 71% 72% 72% 72% 70% 70% 70% 71% 72% 7,078
Fencing 77% 71% 76% 71% 85% 100% 97% 90% 88% 41
Football 53% 54% 54% 54% 53% 53% 53% 51% 51% 20,380
Golf 70% 72% 74% 73% 73% 74% 75% 76% 77% 2,361
Ice Hockey 75% 78% 78% 77% 77% 79% 81% 83% 85% 451
Lacrosse 75% 77% 76% 76% 74% 74% 74% 70% 71% 1,623
Rifle（Mixed M/W） 88% 100% 88% 82% 83% 83% 83% 78% 71% 38
Skiing 85% 88% 87% 86% 88% 89% 89% 93% 92% 36
Soccer 68% 70% 71% 72% 72% 72% 71% 72% 73% 6,090
Swimming 76% 74% 76% 75% 75% 77% 77% 77% 78% 1,352
Tennis 77% 79% 79% 78% 78% 79% 81% 81% 82% 1,588
Volleyball 68% 66% 71% 72% 71% 70% 70% 71% 76% 224
Water Polo 72% 78% 77% 77% 80% 75% 80% 79% 76% 117
Wrestling 58% 57% 60% 57% 54% 55% 54% 54% 55% 1,921
＊2017 年報告データは 2007-10 コホートを示し、2016 データは 2006-09 コホートを示している。
図表 2　NCAAの HPで公開されているディビジョン I の APRスコアの分布図（2016）
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には参加できる“Partial qualiﬁ er”（準資格者）
という選手種別があり、Full qualiﬁ er（資格者）
よりも GPA やテストスコアが低くなっており
入学しやすくなっている。
3．NCAAにおける学業管理制度の変遷
（1）1970 年代以前
NCAA が設立されたのは 1906 年だが、米国
における大学の競技部の学業面の問題は 1880
年代から議論され大学独自で学業ルールを設定
しているところもあった。1889 年にハーバー
ド大学が新入生の大会参加を禁止する規定を提
案しその後他大学も追随した（Shropshire1997）。
1922 年に NCAA は大学スポーツの質の向上の
ために基本原則 9ヶ条を定めたが、この時はア
マチュア規定、卒業生の大会参加の禁止、ギャ
ンブルの禁止などについて規制するのみで学業
については触れていない。その後 NCAA から
のリクエストに応えカーネギー教育財団が助成
し Sarage らの研究チームは 130 大学を訪問し
全米規模のリサーチを行った。この研究結果は
1929 年に“American College Athletics”とい
う 350 ページにも及ぶレポートとして大学の実
名入りで発表され、大学スポーツの実態を明ら
かにした。このレポートの反響は大きくメディ
アにも取り上げられた結果、各大学は自主的に
大学スポーツの環境改善に取り組むようになっ
た。1930 年代にはニューヨーク州政府が大学
への補助金の受給条件に学生アスリートを含む
学業面の基準を設けその後他の州も同様の動き
を 見 せ た。NCAA は 1947 年 に“Sanity 
Code”と呼ばれる競技成績に関わらず学業成
績が悪い場合、奨学金を制限する規定を導入し
たがわずか 3 年で取り下げられた。その後議論
を重ね NCAA は 1965 年に GPA で 1.6 以上の
成績が維持できなければ大会出場を制限する
1.6 ルールを開発し 1971 年に導入したが、これ
番高いスコアが本科目のスコアと合わせて採用
される。試験スコアは受験の際に登録しておき
NCAA が受験センターに直接成績を問い合わ
せるシステムになっている。なお、ディビジョ
ン I とディビジョン II では入学基準となる
SAT/ACT スコアは違い、高校の成績（GPA）
によりスケールが組まれている。GPA が高い
生徒は低い SAT/ACT の点で入学資格を得る
ことができる。これは学業レベルが高い高校に
在籍する生徒が不利にならないために設けられ
た。図表 3 と図表 4 に各ディビジョンの GPA
とテストスコアの関係を示す。ディビジョン II
においては 1 年目は試合出場はできないが練習
図表 3　 ディビジョン I の GPA と ACT/SAT 必要
スコアの関係
Core GPA SAT ACT
3.55 以上 400 37
3.5 420 39
3.4 460 42
3.3 500 44
3.2 540 47
3.1 580 49
3 620 52
2.9 660 54
2.8 700 57
2.7 740 61
2.6 780 64
2.5 820 68
2.4 860 71
GPA2.3 以下は“Redshirt”のみ
2.3 900 75
2.2 940 79
2.1 980 83
2 1020 86
（注）“Redshirt”は選手資格があるがトランスファー、
故障等で 1 年間試合に出ない期間
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も反対が多く 1973 年の定時総会の議決で取り
下げられた。実際に NCAA は大学やチーム、
選手個人から多くの訴訟を起こされている。
1974 年の NCAA NEWS には 1971 年から 1974
年までに NCAA が扱った主な裁判の相手と内
容、判決内容が公開されている。このほとんど
が NCAA が制定した 1.6 ルールに関するもの
で、NCAA は裁判費用に“a quarter of a mil-
lion dollars”を費やしたと記述がある。一方で
NCAA は学業の規制を厳しくするばかりでな
く学業面で優秀な大学や学生個人を表彰し
NCAA NEWS などで積極的に公表した（図表
5）。1970 年代までの主な学業管理制度の動き
は Shropshire（1997）がまとめたものを紹介
する（図表 6）。
（2）1980 年代以降
1980 年代は NCAA が学業に関する規制を強
めた時期で現在のルールのベースとなる規則や
組織体制が整備された。詳しくは図表また、
NCAA に強い発言権を持つナイトコミッショ
ンが 3 回にわたり提言をしており、1990 年ご
ろから監督コーチ、アスレティックデパートメ
図表 4　ディビジョン II の GPAと ACT/SAT 必要スコアの関係
資格者（Full qualiﬁ er） 準資格者（Partial qualiﬁ er）
Core GPA SAT ACT Core GPA SAT ACT
3.3 以上 400 37 3.05 以上 400 37
3.2 440 41 2.95 440 41
3.1 480 43 2.85 480 43
3 520 46 2.75 520 46
2.9 560 48 2.65 560 48
2.8 600 50 2.55 600 50
2.7 640 53 2.45 640 53
2.6 680 56 2.35 680 56
2.5 720 59 2.25 720 59
2.4 760 62 2.15 760 62
2.3 800 66 2.05 800 66
2.2 840 以上 70 以上
図表 5　男子バスケットボールの学業優秀者
 （「NCAA NEWS 1974.8.1」の記事）
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ント主導の大学スポーツが学長主導に大きく変
革がされたことである。この変革により、より
卒業率や学業到達度の達成が大学側からも求め
られるようになった。
4．NCAAの成果と今後の取り組み
これらの NCAA の学業管理の規定により、
NCAA 加盟大学の学生アスリートの学業の状
況は飛躍的に改善した。1984 年から定められ
た連邦政府の卒業率と NCAA 独自の GSR の数
値（図表 9）はどちらも年々向上している。卒
業率は全米の一般学生が65％であるのに対し、
NCAA ディビジョンⅠの学生アスリートの平
均値は 67％と一般学生を 2％上回っている。内
訳を見ると特にアフリカ系アメリカ人学生の数
値に大きな差があり、アフリカ系アメリカ人の
男子学生アスリートの卒業率は 53％で一般の
アフリカ系アメリカ人学生の 41％より 12％も
高い。女子についても 18％学生アスリートの
方が高い。また NCAA は大学院への進学のた
めの奨学金も 1964 年から設けていて学生アス
リートの大学院進学も日本に比べて多く、学業
とスポーツの両立が可能となっている。今後の
取り組みとしては、NCAA は 2019-2020 シー
ズンからディビジョン I において学業成績のよ
い大学への配分金制度を新たに設けると公表し
ている。これまでの奨学金は競技の成績により
振り分けてきたが、学業成績に紐づけた給付は
初めてだ。これはメディアからの収入が 75％
増加したことにより可能となっており、図表
10 が今後 15 年の配分金の予想図になる。この
図には 2029-2030 シーズンには競技成績による
配分金とほぼ同じ額にまで上がることが示され
ている。また学生支援のお金とあわせると 647
ミリオンドルの金額が競技以外の基準で配分さ
れることになる。図表 11 はディビジョン I 加
盟校の 66.3％が受給資格があると仮定した場合
の 288 校が受け取れる 1 校当たりの配分金を示
している。2019-2020 シーズンの＄55,678 から
2031-32 には $541,368 にまで金額が増加してい
る。こうした数字を見せることで加盟校の学生
図表 6　初期の学業管理制度（1880 年代後半～ 1970 年代）
1889- Harvard University President Charles W. Eliot proposes reforms that would ban freshmen from inter-
collegiate competition and restrict student-athletes to three years of eligibility.
1903- Harvard bans freshmen from athletics competition; many other institutions follow in 1906.
1906- NCAA founded; “home rule” gives members the latitude to enforce their own eligibility standards.
1922- NCAA unanimously adopts 10-point resolution including initial eligibility concerns.
1939- NCAA votes to make freshmen ineligible for its championships.
1947-- Sanity code adopted.
1950- Sanity code abandoned.
1965- NCAA “1.6 rule” approved （requiring incoming student-athletes to have a high school record and 
standardized test scores suﬃ  cient to “predict,” based on a formula provided by the NCAA, a mini-
mum college grade point average of 1.6 on a 4.0 scale）.
1972- NCAA reinstates freshman eligibility in all sports.
1973- 1.6 rule rescinded; replaced with an eligibility standard that requires a grade point average of 2.0 or 
higher for graduating high-school athletes.
 （資料：”Kenneth L. Shropshire, “Colorblind Propositions: Race, the SAT, & the NCAA より）
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図表 7　NCAA NEWSに掲載された裁判の内容を伝える記事
 （「NCAA NEWS 1974.8.1」より抜粋）
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1 Knight Commission on Intercollegiate Athletics,“Keeping Faith with the Student Athlete: A New Model 
for Intercollegiate Athletics”, 1991
図表 8　1980 年代以降の学業管理制度（1983-2017）
年 ルール変更 内容
1983 Proposition48 を採用
（⇒ 1986 開始）
入学する学生アスリートへの学業要件として
① SAT で 700 又は、ACT で 15 のスコア、② GPA2.0 以上、
③ 11 のコアコース科目を履修していること、がもりこまれた。
1984 “Presidents Commission”の設置 連邦政府の卒業率の管理システムの導入にあわせて学長やコミッシ
ョナーにカレッジスポーツを統括できるような権限を設けた。この
ことにより（学長らの関心が高い）卒業率が大きく向上することに
なった。
1989 Proposition42 を採用 それまでの Prop48 ルールをさらに厳しくし、partial qualiﬁ er が初
年度奨学金をもらえないという制限を設けた。1989 の定期総会で
承認された。
1990 Proposition42 が却下 1990 年の定期総会で Prop42 が却下された。
1990 “graduation rate”が法令化 あらたに法律が定められすべての在学生の 4 年間の卒業にむけた単
位取得数、卒業率を公表することを大学に義務付けた。人種や民族
性、性別、種目、履修率、卒業率の 4 年間の数字を報告。
1991 1984 年からの大学の卒業率のデ
ータ収集を開始
卒業率の報告が法令化されたことを受けて NCAA は 1984 年の入
学生からの卒業率のデータ収集はじめる。6 年間をベースとするこ
とに決まった。
1991 ナイト委員会による 3 面アプロー
チの提案 1
three-pronged approach （presi-
dential control, and academic 
and ﬁ scal reform）
NCAA に大きな影響をもつナイトコミッションがカレッジスポー
ツの改善のために、学長コントロール、学業、財務の 3 方面アプロ
ーチを提唱するレポートを公開した1。このレポートの影響は大き
く NCAA の組織構造も変えることになり、1996 年にはアスレティ
ックディレクターから大学学長にガバナンスの母体が移った。この
ことに関して卒業率の信用性についても重視されるようになった。
1992 Proposition16 を採用
（Prop48 の改良）
Prop48 に GPA の高低により求める SAT/ACT のスコアにスライ
ドスケールを適用し、最低スコア（SAT で 700、ACT で 17 と
GPA2.0 の制限）を定める Prop16 がディビジョン I に採用された。
1995 Prop16 のディビジョン I への導入 Prop16 にスライディングスケールを取り入れ高校のコアコース科
目を 11 から 13 科目に増やし、準認定者には SAT600（ACT は
15）GPA2.75 の最低ラインを設けた。Partial qualiﬁ er は初年度は
練習には参加できるが試合には出られない。
1997 ディビジョンごとの自治を強化 NCAA は 3 つのディビジョンにより自治を与え連合的な組織体系
を強化した。ディビジョン I は代表合議制をとり、規制やルールの
変更などを一年の中でより頻繁に行えるようにした。一方でディビ
ジョン II と III は 1 大学 1 票制のまま定時総会に重きをおいた形を
維持した。学長連合は引き続きそれぞれのディビジョンにおいて高
い権限をもった。
2002 Graduation Success Rate を開発 連邦政府の Graduation Rate では表わせなかったトランスファー学
生の扱いを考慮し在学時のリアルタイムの状況を測れる GSR を開
発し学長らから指示された。
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2003 ディビジョン I ではコアカリキュ
ラムを 16 に増加し、テストによ
る足きり点を廃止
ディビジョン I の高校のコアコース科目を 16 に増やし、有望な学
生アスリートがテストスコアの結果のみでふるい落とされないよう
に足きり点を廃止した。またマイノリティーや少数民族に不利にな
らないように配慮しながら卒業率をあげる努力がされた。
2003 25-50-75 ルールから
40-60-80 ルールへ
ディビジョン I で卒業にむけた学業到達度をより効果的に高めるた
めに学生アスリートが 3 年時スタートまでに卒業要件の 40%、4 年
スタート時に 60％、5 年スタート時までに 80％達成することを学
生アスリートに求める。つまり学生アスリートは 5 年間の間で卒業
にむけて一定のプログレスを見せなければ競技活動を維持できない
ということ。（これまでの基準 25-50-75 より厳しくした）
2003 “Academic progress rate”（APR）
の開発とディビジョンⅠへの導入
学業基準の改革の大きな流れは 2000 年初頭に会員校からの要望で
リアルタイムでわかり卒業率に予測ができる学業到達度の測定であ
った。学業成績のよいチームが評価されるアカデミックプログレス
レイト（APR）が開発された。ディビジョンⅠに導入しこの APR
の学業最低基準を下回るチームにはペナルティーを課した。
2005 “Academic Success rate”（ASR）
のディビジョンⅡへの導入
NCAA はこの ASR の仕組みはディビジョン II においてより学業
到達を測るのに適していると考え適用した。ディビジョン I と同じ
ようなシステムだが、ディビジョン II では奨学金を受給していな
い学生アスリートにも適用した。
2005 卒業生の追跡調査
“The Study of College Outcomes 
a n d  R e c e n t  E x p e r i e n c e s 
（SCORE）.”を発表
NCAA は過去 10 年の卒業生を対象に学業成績と経験の効果につい
て調査を実施した。“The Study of College Outcomes and Recent 
Experiences （SCORE）.”
2009 エリート 90 表彰をスタート エリート 90 アウォードが設けられ NCAA の 90 のチャンピオンシ
ップの決勝の会場でトータル GPA 平均で最も優秀な学生アスリー
トを表彰するようになった。
2010 ディビジョン I のGSR 82％を達成 2004年の入学生からディビジョンIのGSRのスコアは82％となった。
2014 ディビジョン I の GSR84％を達成
ディビジョン II の ASR は 82％を
達成
2007 年の入学生はディビジョン I の GSR で 84％、ディビジョン II
の ASR で 72％という高い数値を示した。
2017 学業成績優秀校への配分金制度の
スタート
ディビジョン I に学業成績による配分金を新たに創設する。N4A
と提携しライフスキルプログラムを導入する
 （NCAA の資料と Shropshire（1997）を元に筆者が翻訳、作成）
図表 9　GSRの経年変化（2002-2017）
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アスリートへの学習支援の充実に意欲を燃やさ
せることも戦略の一つであると考える。これら
の数字はあくまで予想された数字ではあるが、
複数年契約のテレビ放映権等ですでに見込まれ
た収入をベースに試算されているので実行率は
かなり高いといえる。
5． 日本における学生アスリートの学業と
スポーツの両立
2015 年に全国大学体育連合が行った調査 2 で
は「運動部学生に特化した学修支援」を実施し
ている大学は 54 校（54％）あったが、その内
容は「試合などで欠席した場合の配慮」（59％）
というものなどで「運動部学生向けの補習教育」
をしていると答えた大学はわずか 8％であっ
た。また 2017 年 2 月にスポーツ庁が実施した
調査 3 では「大学スポーツが抱える課題」とし
て 52％（297 校）の大学が「学業との両立」を
挙げている。その一方で実際に「学修支援を行
っている」大学はわずか 12％の 70 校のみであ
ることが示されている。「監督・コーチの雇用
をしている」（188 校、33％）や、「強化費の配
分をしている」（164 校、29％）などの他の支
援の数字に比べて「学修支援」の実施状況は非
2 全国大学体育連合による「スポーツ・クラブ統括
組織と学修支援・キャリア支援に関する調査報告」
対象 110 校、回収 92 校（有効回答率 84％）、調
査期間は 2015 年 2 月 1 日から 2 月 27 日
3 「大学スポーツの振興に関するアンケート調査」
全国公私立大学 1116 校対象、回答 617 校。
図表 10　ディビジョン I の配分金の推移
図表 11　ディビジョン I の学業成績による配分金の推移（1校あたり）
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常に低い状況にあることから日本の大学におけ
る学生アスリートへの学修支援への制度的環境
の整備が求められているといえる。
現在では多くの大学が推薦入試等で競技力の
高い学生を入学させている（スポーツ庁調査
2017）一方で、入学した学生アスリート達は平
日に開催される公式試合への出場や、日本代表
に選出されれば学期中に海外遠征や合宿などの
召集もあり大学の授業を休まねばならないこと
も多い。実際、競技力の高い学生ほど学業とス
ポーツの両立は厳しいと言える。長倉（2013、
2016）が紹介するように山梨学院大学では学生
アスリートに対して様々な支援プログラムを提
供しているが、このような取り組みは先進的で
まだ全国でもめずらしい。大学の学習支援の整
備が進まない中、「学業と勉強の両立」は学生
の努力のみで成り立たせているといっても過言
ではないのが日本の大学スポーツの現状だ。
6．まとめ
このように北米の NCAA においては学生ア
スリートの「学業とスポーツを両立」を可能と
させる学業基準の制定や組織体制の変革など
様々な取り組みをかなり以前から行ってきた。
しかしこれは単純に学生アスリートのキャリア
のために準備されたものとも言い難い。NCAA
は巨大な収益を産む組織で収益の規模でいえば
プロスポーツと肩を並べている。しかし同じバ
スケットボール、アメフトというようなプロと
同じ種目、しかもそれほど変わらないレベルで
競技している学生には「競技による収入」は一
切入らない。彼らは「学生」であって「アマチ
ュア」であるため収入は得てはいけないことに
なっている。個人でスポンサー契約をすること
も禁じられている。「競技者である前に学生で
ある」という NCAA の学生アスリートの定義
は NCAA が巨大な収益を守るために悪用して
いると懐疑的にみる意見も多い。この「学生」
という立場を利用して本来「労働者」である学
生が得るべき収益を不当に与えていないと訴訟
が起こされ、昨年 NCAA が敗訴したという事
実もある。NCAA が強い拘束力を持てるのは
窓口と権限を集約しメディアからのテレビ放送
権料やマーチャンダイズ料等からの巨大なお金
をしっかり握り、大学や学生アスリートに多額
の奨学金や配分金を振り分けていることで統制
をとっているといえる。厳しい学業規制ルール
が遵守されているのはほかならぬこの潤沢な資
金の存在によるといっても過言ではないだろ
う。しかし、北米の大学出身のアスリートは競
技を離れても自分のキャリアを築くことができ
るのは大学時代に必要な勉強をしているからだ
といえる。同じような学業ルールの仕組みを日
本で導入できるかといえばかなり難しいだろ
う。日本版 NCAA が今後大学や学生アスリー
トに与えられるインセンティブはどんなものな
のだろうか。ナイト委員会の提言により大学ス
ポーツの梶取りが学長統括のもとに置かれるよ
うに NCAA が変革したように、日本において
もまずは競技団体主導の大学スポーツを健全に
大学の基におくことからがスタートだろう。日
本の学生はいつになったら「学業とスポーツの
両立」を求めることができるようになるのだろ
うか。道のりはかなり険しいと感じられる。
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